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(57)【要約】
【課題】
本発明の課題は、３．０ｍＳ／ｃｍ以上の比電導度を維持しつつ、かつ電解液の耐電圧が
高いアルミニウム電解コンデンサ用電解液、およびそれを用いたアルミニウム電解コンデ
ンサを提供することを目的とする。
【解決手段】
電解質（Ａ）、非プロトン性溶媒（Ｂ）並びにエーテルカルボン酸及び／又はその塩（Ｃ
）を含有するアルミニウム電解コンデンサ用電解液であり、（Ｃ）は電解質（Ａ）、非プ
ロトン性溶媒（Ｂ）、並びにエーテルカルボン酸及び／又はその塩（Ｃ）の合計重量に基
づいて０．１～２０重量％が好ましい。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
電解質（Ａ）、非プロトン性溶媒（Ｂ）、並びに下記一般式（１）で表されるエーテルカ
ルボン酸及び／又はその塩（Ｃ）を含有するアルミニウム電解コンデンサ用電解液。
　　Ｒ１－Ｏ－（ＡＯ）ｍ－Ｒ２－ＣＯＯ－Ｍ+　　（１）
　（式中、Ｒ１は、炭素数１～６の直鎖又は分岐鎖のアルキル基；ＡＯは炭素数２～４の
オキシアルキレン基；Ｒ２は炭素数１～５の直鎖又は分岐鎖のアルキレン基；Ｍ＋は水素
イオンまたは１価の有機カチオン；ｍは、（ＡＯ）の平均モル数を表す１～１０の整数を
表す。）
【請求項２】
（Ｃ）が、電解質（Ａ）、非プロトン性溶媒（Ｂ）、並びにエーテルカルボン酸及び／又
はその塩（Ｃ）の合計重量に基づいて０．１～２０重量％含有される請求項１に記載の電
解液。
【請求項３】
請求項１又は２に記載のアルミニウム電解コンデンサ用電解液を用いてなるアルミニウム
電解コンデンサ。
 
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、アルミニウム電解コンデンサ用電解液およびそれを用いたアルミニウム電解
コンデンサに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、車載電装用電源やデジタル家電の使用電圧の上昇に伴い、電解液の比電導度を維
持しつつ、かつ電解液の耐電圧が高い電解液が要望されてきている。しかしながら、一般
的に、電解液の比電導度が高くなると電解コンデンサの耐電圧は低下する傾向にあり、電
解コンデンサの開発を困難なものにしている。そこで、高い比電導度を有する電解液を使
用しながら、高い耐電圧を有する電解コンデンサを得る試みとして、例えば、電解液にオ
キシアルキレン基を有するジカルボン酸及び／又はその塩を添加することにより、電解液
の高い比電導度を維持しつつ耐電圧を上昇させることが提案されている（例えば特許文献
１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－１２８２７５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
しかし、特許文献１で提案されたオキシアルキレン基を有するジカルボン酸及び／又はそ
の塩を用いても耐熱性が十分でないという課題があった。
　本発明の課題は、３．０ｍＳ／ｃｍ以上の比電導度を維持しつつ、かつ電解液の耐電圧
が高く、さらに耐熱性が高いアルミニウム電解コンデンサ用電解液、およびそれを用いた
アルミニウム電解コンデンサを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
本発明者等は上記課題を解決するべく鋭意検討した結果、本発明に至った。すなわち、本
発明は、電解質（Ａ）、非プロトン性溶媒（Ｂ）、並びに下記一般式（１）で表されるエ



(3) JP 2012-209433 A 2012.10.25

10

20

30

40

50

ーテルカルボン酸及び／又はその塩（Ｃ）を含有するアルミニウム電解コンデンサ用電解
液；前記アルミニウム電解コンデンサ用電解液を用いてなるアルミニウム電解コンデンサ
である。
　　Ｒ１－Ｏ－（ＡＯ）ｍ－Ｒ２－ＣＯＯ－Ｍ+　　（１）
　［式中、Ｒ１は、炭素数１～６の直鎖又は分岐鎖のアルキル基；ＡＯは炭素数２～４の
オキシアルキレン基；Ｒ２は炭素数１～５の直鎖又は分岐鎖のアルキレン基；Ｍ+は水素
イオン又は１価の有機カチオン；ｍは、（ＡＯ）の平均モル数を表す１～１０の整数を表
す。］
【発明の効果】
【０００６】
　本発明のアルミニウム電解コンデンサ用電解液は、比電導度を維持しつつ、かつ電解液
の耐電圧が高く、耐熱性が良い。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
本発明のアルミニウム電解コンデンサ用電解液は、電解質（Ａ）、非プロトン性溶媒（Ｂ
）並びにエーテルカルボン酸及び／又はその塩（Ｃ）を含有するアルミニウム電解コンデ
ンサ用電解液である。エーテルカルボン酸及び／又はその塩（Ｃ）を電解液中に溶解させ
ることによって、電解液の比電導度を維持しつつ、かつ耐電圧を高く、耐熱性を良くでき
ることに本発明の特徴がある。
【０００８】
本発明の電解液は、溶媒として非プロトン溶媒を含有するため、加熱時においても、添加
した酸及び／又はその塩と溶媒とが反応することによる電解液の劣化が起きないため、耐
熱性が良い。
【０００９】
エーテルカルボン酸及び／又はその塩（Ｃ）は、一般式（１）で表されるエーテルカルボ
ン酸及び／又はその塩（Ｃ）が挙げられる。
溶解性の観点から、式（１）中におけるＲ１は、炭素数１～６の直鎖又は分岐鎖のアルキ
ル基であり、耐電圧向上効果の観点からＡＯは炭素数２～４のオキシアルキレン基で（Ａ
Ｏ）の平均モル数ｍとしては、１～１０であり、好ましくは１～５であり、更に好ましく
は１～３である。
【００１０】
炭素数１～６の直鎖又は分岐鎖のアルキル基としては、メチル基、エチル基、ｎ－プロピ
ル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、イソペンチル基
、ｎ－へキシル基等が挙げられる。炭素数が７以上のアルキル基の場合は、溶媒への溶解
性の観点で好ましくない。
【００１１】
炭素数２～４のオキシアルキレン基としては、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイ
ド及びブチレンオキサイドなどが挙げられ、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド
及びこれらの混合物が好ましい。炭素数が５以上のオキシアルキレン基である場合は、耐
電圧の観点から好ましくない。
【００１２】
炭素数１～５の直鎖又は分岐鎖のアルキレン基としては、メチレン基、エチレン基、プロ
ピレン基、２－メチルプロピレン基、２，２－ジメチルプロピレン基、ブチレン基及び２
－メチルブチレン基等が挙げられる。炭素数が６以上のアルキレン基の場合は、溶媒への
溶解性の観点で好ましくない。
【００１３】
Ｍ＋は水素イオン又は１価の有機カチオン（Ｄ）であり、カチオン（Ｄ）としては、第４
級アンモニウムカチオン（Ｄ１）、第１～３級アンモニウムカチオン、ホスホニウムカチ
オン及びそれらの混合物等が使用できる。また、各カチオンは一種または二種以上を併用
してもよい。
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【００１４】
　第４級アンモニウムカチオン（Ｄ１）としては、アミジニウムカチオン（Ｄ１１）、テ
トラアルキルアンモニウムカチオン（Ｄ１２）等が含まれる。
アミジニウムカチオン（Ｄ１１）としては、イミダゾリニウムカチオン（Ｄ１１１）及び
イミダゾリウムカチオン（Ｄ１１２）等が含まれる。
【００１５】
イミダゾリニウムカチオン（Ｄ１１１）としては、１，２，３，４－テトラメチルイミダ
ゾリニウム、１，３，４－トリメチル－２－エチルイミダゾリニウム、１，３－ジメチル
－２，４－ジエチルイミダゾリニウム、１，２－ジメチル－３，４－ジエチルイミダゾリ
ニウム、及び１－エチル－２，３－ジメチルイミダゾリニウム等が挙げられる。
【００１６】
イミダゾリウムカチオン（Ｄ１１２）としては、１，３－ジメチルイミダゾリウム、１，
３－ジエチルイミダゾリウム、１－エチル－３－メチルイミダゾリウム、１，２，３－ト
リメチルイミダゾリウム、１，２，３，４－テトラメチルイミダゾリウム、１，３－ジメ
チル－２－エチルイミダゾリウム、及び１－エチル－２，３－ジメチル－イミダゾリウム
等が挙げられる。
【００１７】
　テトラアルキルアンモニウムカチオン（Ｄ１２）としては、テトラメチルアンモニウム
、テトラエチルアンモニウム、トリエチルメチルアンモニウム、スピロ－（１，１’）－
ビピロリジニウム及びスピロ－（１，１’）－ビピペリジニウム等が挙げられる。
【００１８】
第１級アンモニウムとしては、メチルアンモニウム、エチルアンモニウム、プロピルアン
モニウム、イソプロピルアンモニウム、ブチルアンモニウム、エチレンジアンモニウム、
エチレンジアミンモノアンモニウム、１，２－ジアンモニウムプロパン及び１，２－ジア
ミノプロパンモノアンモニウム等が挙げられる。
【００１９】
第２級アンモニウムとしては、ジメチルアンモニウム、ジエチルアンモニウム、メチルエ
チルアンモニウム、メチルプロピルアンモニウム、メチルイソプロピルアンモニウム、ジ
プロピルアンモニウム、ジイソプロピルアンモニウム、メチルホルミルメチルアンモニウ
ム及びメチルホルミルエチルアンモニウム等が挙げられる。
【００２０】
　第３級アンモニウムとしては、トリメチルアンモニウム、トリエチルアンモニウム、ジ
メチルエチルアンモニウム、ジメチルプロピルアンモニウム、ジメチルイソプロピルアン
モニウム、ジエチルメチルアンモニウム、メチルエチルプロピルアンモニウム、メチルエ
チルイソプロピルアンモニウム、ジプロピルメチルアンモニウム、ジイソプロピルメチル
アンモニウム、ジメチルホルミルメチルアンモニウム、ジメチルホルミルエチルアンモニ
ウム及びジエチルホルミルメチルアンモニウム等が挙げられる。
【００２１】
　ホスホニウムカチオンとしては、炭素数１～４のアルキルを有するテトラアルキルホス
ホニウムカチオン｛テトラメチルホスホニウム、テトラエチルホスホニウム及びトリエチ
ルメチルホスホニウム等｝が挙げられる。
【００２２】
　上記カチオン（Ｄ）のうち、（Ｄ１１２）及び第３級アンモニウムカチオンが好ましく
、１，２，３，４－テトラメチルイミダゾリニウム、１－エチル－２，３－ジメチルイミ
ダゾリニウム及びトリエチルアンモニウムが更に好ましい。
【００２３】
エーテルカルボン酸及び／又はその塩（Ｃ）としては、（２－メトキシエトキシ）酢酸、
[２－（２－メトキシエトキシ）エトキシ]酢酸、[２－（２－（２－メトキシエトキシ）
－エトキシ）－エトキシ]酢酸、[２－（２－（２－（２－メトキシエトキシ）－エトキシ
）－エトキシ）－エトキシ]酢酸、（２－エトキシエトキシ）酢酸、（２－プロポキシエ



(5) JP 2012-209433 A 2012.10.25

10

20

30

40

50

トキシ）酢酸、（２－ブトキシエトキシ）酢酸、[２－（２－メトキシエトキシ）エトキ
シ]プロピオン酸、[２－（２－（２－メトキシエトキシ）－エトキシ）－エトキシ] プロ
ピオン酸、[２－（２－（２－（２－メトキシエトキシ）－エトキシ）－エトキシ）－エ
トキシ] プロピオン酸、（２－エトキシエトキシ）プロピオン酸、（２－プロポキシエト
キシ）プロピオン酸、及び（２－ブトキシエトキシ）プロピオン酸；及びこれらの塩等が
挙げられる。
【００２４】
これらの内、耐電圧の観点から好ましくは、エーテルカルボン酸、エーテルカルボン酸・
１，２，３，４－テトラメチルイミダゾリニウム塩、及びエーテルカルボン酸・トリエチ
ルアンモニウム塩等が挙げられ、更に好ましくは（２－ブトキシエトキシ）酢酸、[２－
（２－（２－メトキシエトキシ）－エトキシ）－エトキシ]酢酸、及び[２－（２－（２－
メトキシエトキシ）－エトキシ）－エトキシ]酢酸・トリエチルアンモニウム塩が挙げら
れる。
【００２５】
エーテルカルボン酸及び／又はその塩（Ｃ）は、電解液中に溶解しているのが好ましい。
【００２６】
エーテルカルボン酸及び／又はその塩（Ｃ）は電解液の構成成分である電解質（Ａ）、非
プロトン性溶媒（Ｂ）、並びにエーテルカルボン酸及び／又はその塩（Ｃ）の合計重量に
基づいて０．１～２０重量％含有することが好ましく、１～１０重量％であることが更に
好ましい。この範囲であると十分な耐電圧の向上効果が得られ、また、電導度の低下が抑
制されるため好ましい。
【００２７】
　本発明のアルミニウム電解コンデンサ用電解液の電解質（Ａ）は、カチオン（Ｅ）とア
ニオン（Ｆ）との塩からなる。
電解質（Ａ）を形成するカチオン（Ｅ）としては、前記の１価の有機カチオン（Ｄ）が使
用できる。上記カチオン（Ｅ）のうちで、好ましくは、アミジニウムカチオン（Ｄ１１）
、更に好ましいのは環状アミジニウムカチオン、より好ましいのはイミダゾリニウムカチ
オン（Ｄ１１１）及びイミダゾリウムカチオン（Ｄ１１２）、特に好ましくは１，２，３
，４－テトラメチルイミダゾリニウムカチオン、１－エチル－２，３－ジメチルイミダゾ
リニウムカチオン、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムカチオン、１－エチル－２，
３－ジメチルイミダゾリウムカチオン及びトリエチルアンモニウムカチオンである。
【００２８】
本発明において、電解質（Ａ）を形成するアニオン（Ｆ）を構成する酸（ｆ）としては、
アルミニウム電解コンデンサ用電解液に通常用いられる種々の有機酸及び／又は無機酸を
用いることができる。有機酸、無機酸としては、例えば下記の（ｆ１）～（ｆ５）が挙げ
られる。　
【００２９】
カルボン酸（ｆ１）
炭素数２～１５の２～４価のポリカルボン酸：脂肪族ポリカルボン酸［飽和ポリカルボン
酸（シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スペリン酸
、アゼライン酸、セバチン酸等）、不飽和ポリカルボン酸（マレイン酸、フマール酸、イ
タコン酸等）］、芳香族ポリカルボン酸［フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、トリ
メリット酸、ピロメリット酸等］、硫黄含有ポリカルボン酸［チオジプロピオン酸等］。
炭素数２～２０のオキシカルボン酸：脂肪族オキシカルボン酸［グリコール酸、乳酸、酒
酪酸、ひまし油脂肪酸等］；芳香族オキシカルボン酸［サリチル酸、マンデル酸等］；
炭素数１～３０のモノカルボン酸：脂肪族モノカルボン酸［飽和モノカルボン酸（ギ酸、
酢酸、プロピオン酸、酪酸、イソ酪酸、吉草酸、カプロン酸、エナント酸、カプリル酸、
ペラルゴン酸、ウラリル酸、ミリスチン酸、ステアリン酸、ベヘン酸等）、不飽和モノカ
ルボン酸（アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、オレイン酸等）］；芳香族モノカル
ボン酸［安息香酸、ケイ皮酸、ナフトエ酸等］



(6) JP 2012-209433 A 2012.10.25

10

20

30

40

50

【００３０】
アルキルリン酸エステル（ｆ２）
　アルキルリン酸エステルとしては、モノアルキルリン酸エステル（ｆ２１）及びジアル
キルリン酸エステル（ｆ２２）が含まれる　。
【００３１】
モノアルキルリン酸エステル（ｆ２１）
モノメチルリン酸エステル、モノエチルリン酸エステル、モノプロピルリン酸エステル［
モノ（ｎ－プロピル）リン酸エステル、モノ（ｉｓｏ－プロピル）リン酸エステル］、モ
ノブチルリン酸エステル［モノ（ｎ－ブチル）リン酸エステル、モノ（ｉｓｏ－ブチル）
リン酸エステル、及びモノ（ｔｅｒｔ－ブチル）リン酸エステル］、モノペンチルリン酸
エステル、モノヘキシルリン酸エステル、モノへプチルリン酸エステル、モノオクチルリ
ン酸エステル［モノ（２－エチルヘキシル）リン酸エステル等］等。
【００３２】
ジアルキルリン酸エステル（ｆ２２）
　ジメチルリン酸エステル、ジエチルリン酸エステル、ジプロピルリン酸エステル［ジ（
ｎ－プロピル）リン酸エステル、ジ（ｉｓｏ－プロピル）リン酸エステル］、ジブチルリ
ン酸エステル［ジ（ｎ－ブチル）リン酸エステル、ジ（ｉｓｏ－ブチル）リン酸エステル
、及びジ（ｔｅｒｔ－ブチル）リン酸エステル］、ジペンチルリン酸エステル、ジヘキシ
ルリン酸エステル、ジヘプチルリン酸エステル、ジオクチルリン酸エステル［ビス（２－
エチルヘキシル）リン酸エステル等］等。
【００３３】
スルホン酸（ｆ３）
アルキル（炭素数１～１５）ベンゼンスルホン酸（ｐ－トルエンスルホン酸、ノニルベン
ゼンスルホン酸、ドデシルベンゼンスルホン酸等）、スルホサリチル酸、メタンスルホン
酸、三フッ化メタンスルホン酸等。
【００３４】
無機酸（ｆ４）
リン酸、四フッ化ホウ素酸、過塩素酸、六フッ化リン酸、六フッ化アンチモン酸、六フッ
化ヒ素酸等
【００３５】
その他（ｆ５）
三フッ化メタンスルホニルイミド、三フッ化メタンスルホニルメチド等。
【００３６】
上記アニオンを構成する酸のうちで、好ましくはジアルキルリン酸エステルであり、アニ
オン（Ｆ）として好ましくは、ジアルキルリン酸エステルのモノアニオンである。
【００３７】
電解質（A）としては、取り扱いの観点から、電解質（A）の性状が２５℃で液体であるか
、電解質（A）に非プロトン性溶媒（B）を加えて得られる溶液が２５℃で液体であること
が好ましい。
そのような電解質（Ａ）としては、イミダゾリニウムアルキルリン酸エステル、及びイミ
ダゾリウムアルキルリン酸エステルが好ましく、更に好ましくは１，２，３，４－テトラ
メチルイミダゾリニウムジエチルリン酸エステルモノアニオン、１－エチル－２，３－ジ
メチルイミダゾリニウムジエチルリン酸エステルモノアニオン、１－エチル－３－メチル
イミダゾリウムジエチルリン酸エステルモノアニオン及び、１－エチル－２，３－ジメチ
ルイミダゾリウムジエチルリン酸エステルモノアニオンが挙げられる。
【００３８】
　非プロトン性溶媒（Ｂ）としては、エーテル（Ｂ１）、アミド（Ｂ２）、オキサゾリジ
ノン（Ｂ３）、ラクトン（Ｂ４）、ニトリル（Ｂ５）、カーボネート（Ｂ６）、スルホン
（Ｂ７）及び、その他の有機溶媒（Ｂ８）が挙げられる。
【００３９】
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エーテル（Ｂ１）
　モノエーテル（エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチ
ルエーテル、エチレングリコールモノフェニルエーテル、テトラヒドロフラン、３－メチ
ルテトラヒドロフラン等）、ジエーテル（エチレングリコールジメチルエーテル、エチレ
ングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレン
グリコールモノエチルエーテル等）、トリエーテル（ジエチレングリコールジメチルエー
テル、ジエチレングリコールジエチルエーテル等）等。
【００４０】
アミド（Ｂ２）
　アセトアミド（Ｎ－メチルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－エチル
アセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアセトアミド等）、プロピオンアミド（Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルプロピオンアミド等）、ピロリドン（Ｎ－メチルピロリドン、Ｎ－エチルピロリドン等
）、ヘキサメチルホスホリルアミド等。
【００４１】
オキサゾリジノン（Ｂ３）
　Ｎ－メチル－２－オキサゾリジノン、３，５－ジメチル－２－オキサゾリジノン等。
【００４２】
ラクトン（Ｂ４）
　γ－ブチロラクトン、α－アセチル－γ－ブチロラクトン、β－ブチロラクトン、γ－
バレロラクトン、δ－バレロラクトン等。
【００４３】
ニトリル（Ｂ５）
　アセトニトリル、プロピオニトリル、ブチロニトリル、アクリロニトリル、メタクリル
ニトリル、ベンゾニトリル等。
【００４４】
カーボネート（Ｂ６）
　エチレンカーボネート、プロピオンカーボネート、ブチレンカーボネート、ジメチルカ
ーボネート、ジエチルカーボネート等。
【００４５】
スルホン（Ｂ７）
　スルホラン、ジメチルスルホン等。
【００４６】
その他の有機溶媒（Ｂ８）
　ジメチルスルホキシド、１，３－ジメチル－２－イミダゾリジノン、芳香族溶媒（トル
エン、キシレン等）、パラフィン溶媒（ノルマルパラフィン、イソパラフィン等）等。
【００４７】
　有機溶媒は、一種または二種以上を併用してもよい。これらのうち、ラクトン及びスル
ホンが好ましく、更に好ましくはγ－ブチロラクトン及びスルホランである。
【００４８】
　電解質（Ａ）の含有量は、比電導度と非プロトン性溶媒への溶解度の観点から、電解質
（Ａ）及び非プロトン性溶媒（Ｂ）の合計重量に基づいて、好ましくは２～７０重量％、
更に好ましくは４～４０重量％である。
　非プロトン性溶媒（Ｂ）の含有量は、比電導度の観点から、電解質（Ａ）及び非プロト
ン性溶媒（Ｂ）の合計重量に基づいて、好ましくは３０～９８重量％、更に好ましくは６
０～９６重量％である。
【００４９】
本発明の電解液は、電解質（Ａ）を非プロトン性溶媒（Ｂ）に溶解させた溶液中に、エー
テルカルボン酸及び／又はその塩（Ｃ）を溶解させることで得る、または、エーテルカル
ボン酸及び／又はその塩（Ｃ）を（Ｂ）に溶解させた溶液と、電解質（Ａ）を非プロトン
性溶媒（Ｂ）に溶解させた溶液とを混合して得てもよい。溶解させる方法としては、例え
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ば、通常の櫂型撹拌羽根を用いて、室温で撹拌する方法等が挙げられる。
【００５０】
　本発明の電解液には、適当量の水を含有することが好ましい。水を含有すると、コンデ
ンサ部材｛陽極箔である酸化アルミニウム箔など｝の化成性｛陽極箔表面に欠損部分があ
れば、酸化被膜を形成させてこれを修復する性質｝を向上させることができる。一方、水
の含有量が多いと、高温使用時にコンデンサ内部の圧力が上昇し、コンデンサが膨れたり
、破裂したりしてしまう。
したがって、水を含有する場合、水の含有量は、電解液の重量に基づいて、好ましくは０
～１０重量％、更に好ましくは０．０５～５重量％、特に好ましくは０．１～４重量％で
ある。なお、水分は、ＪＩＳ　Ｋ０１１３：２００５の「８．カールフィッシャー滴定方
法、８．１容量滴定方法」に準拠して測定される。
【００５１】
　本発明の電解液には必要により、アルミニウム電解コンデンサ用電解液に通常用いられ
る種々の添加剤を添加することができる。該添加剤としては、ホウ酸誘導体（ホウ酸、ホ
ウ酸と多糖類〔マンニット、ソルビット等〕との錯化合物、ホウ酸と多価アルコール〔エ
チレングリコール、グリセリン等〕との錯化合物等）、ニトロ化合物（ｏ－ニトロ安息香
酸、ｐ－ニトロ安息香酸、ｍ－ニトロ安息香酸、ｏ－ニトロフェノール、ｐ－ニトロフェ
ノール等）等を挙げることができる。その添加量は、比電導度と電解液への溶解度の観点
から、電解液の重量に基づいて、好ましくは５重量％以下、更に好ましくは２重量％以下
がよい。
【００５２】
　本発明の電解液は、アルミニウム電解コンデンサ用として好適である。アルミニウム電
解コンデンサとしては、特に限定されず、例えば、捲き取り形のアルミニウム電解コンデ
ンサであって、陽極表面に酸化アルミニウムが形成された陽極（酸化アルミニウム箔）と
陰極アルミニウム箔との間に、セパレーターを介在させて捲回することにより構成された
コンデンサが挙げられる。本発明の電解液を駆動用電解液としてセパレーターに含浸し、
陽陰極と共に、有底筒状のアルミニウムケースに収納した後、アルミニウムケースの開口
部を封口ゴムで密閉してアルミニウム電解コンデンサを構成することができる。
【実施例】
【００５３】
　次に本発明の具体的な実施例について説明するが、本発明はこれに限定されるものでは
ない。以下において「部」は重量部、「％」は重量％を示す。
【００５４】
＜製造例１＞
　ジメチルカーボネートの２６%メタノール溶液２０部に、２，４－ジメチルイミダゾリ
ン１０部を滴下して、１２０℃で１５時間攪拌することで、１，２，３，４－テトラメチ
ルイミダゾリニウム・メチルカーボネート塩のメタノール溶液を得た。
【００５５】
　リン酸トリエチル（ＴＥＰ：大八化学工業社製）１０部を、前記１，２，３，４－テト
ラメチルイミダゾリニウム・メチルカーボネート塩のメタノール溶液３０部に加え、水１
０部を添加し、１００℃×２０時間撹拌することで、リン酸トリエチルを加水分解すると
共に、塩交換反応を行い、１，２，３，４－テトラメチルイミダゾリニウム・ジエチルリ
ン酸エステルモノアニオンのメタノール溶液を得た。上記溶液を－０．０３ＭＰａ（ゲー
ジ圧）の減圧度、５０℃で、メタノールの留出がなくなるまで加熱してメタノールを蒸留
した後、温度を５０℃から１００℃に上昇させて３０分加熱してモノメチルカーボネート
（ＨＯＣＯ２ＣＨ３）、メタノール及び二酸化炭素（メタノール及び二酸化炭素は、モノ
メチルカーボネートの熱分解により僅かに生成する。）を蒸留、除去することで、電解質
（Ａ－１）（１，２，３，４－テトラメチルイミダゾリニウム・ジエチルリン酸エステル
モノアニオン）を得た。収率は９９％であった。　
【００５６】
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＜製造例２＞
撹拌式オートクレーブにトリエチルアミン３０部、リン酸トリメチル１０部（ＴMＰ：大
八化学工業社製）及び水３部を仕込み、反応温度１１０℃にて２０時間反応させてトリエ
チルアンモニウム・ジメチルリン酸エステルモノアニオンを含む溶液を得た。不純分を減
圧留去することで、電解質（Ａ－２）（トリエチルアンモニウム・ジメチルリン酸エステ
ルモノアニオン）を得た。
【００５７】
＜実施例１＞
　５．０ｇの電解質（Ａ－１）を９０．０ｇのγ－ブチロラクトン（Ｂ－１）に溶解させ
た。そこに、エーテルカルボン酸として[２－（２－（２－メトキシエトキシ）－エトキ
シ）－エトキシ]酢酸（シグマ－アルドリッチ社製）（Ｃ－１）を５．０ｇ添加し、水分
を１．５重量％に調整し、マグネチックスターラーを用い、室温で２時間撹拌することで
本発明の電解液を得た。電解質（Ａ－１）及びエーテルカルボン酸（Ｃ－１）の濃度は、
電解液の重量に基づいて各５重量％及び５重量％であった。　　
【００５８】
＜実施例２＞
実施例１において（Ａ－１）を９４．５ｇ、（Ｃ－１）を０．５ｇに変更する以外は実施
例１と同様にして、本発明の電解液を得た。
【００５９】
＜実施例３＞
実施例１において（Ａ－１）を７５．０ｇ、（Ｃ－１）を２０．０ｇに変更する以外は実
施例１と同様にして、本発明の電解液を得た。
【００６０】
＜実施例４＞
実施例１において（Ｃ－１）を（２－ブトキシエトキシ）酢酸（シグマ－アルドリッチ社
製）（Ｃ－２）に変更する以外は実施例１と同様にして、本発明の電解液を得た。
【００６１】
＜実施例５＞
実施例１において（Ａ－１）を（Ａ－２）に変更する以外は実施例１と同様にして、本発
明の電解液を得た。
【００６２】
＜実施例６＞
実施例１において（Ｂ－１）９０ｇを（Ｂ－１）４５ｇとスルホラン（Ｂ－２）４５ｇの
混合溶媒に変更する以外は実施例１と同様にして、本発明の電解液を得た。
【００６３】
＜製造例３＞
トリエチルアミン１０部と[２－（２－（２－メトキシエトキシ）－エトキシ）－エトキ
シ]酢酸２２部を２５℃、メタノール中で１時間混ぜ合わせた後、メタノールを－０．０
３ＭＰａ（ゲージ圧）の減圧度、５０℃で減圧留去する事で[２－（２－（２－メトキシ
エトキシ）－エトキシ）－エトキシ]酢酸・トリエチルアンモニウム塩（Ｃ－３）を得た
。
【００６４】
＜実施例７＞
実施例１における（Ｃ－１）を（Ｃ－３）に変更する以外は実施例１と同様にして、本発
明の電解液を得た。
【００６５】
＜比較例１＞
実施例１において（Ｂ－１）を９５．０ｇに変更し、（Ｃ－１）を配合しない以外は実施
例１と同様にして、比較用の電解液を得た。
【００６６】
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＜比較製造例４＞
金属ナトリウム存在下で、クロロ酢酸１０部と１－ノニルアルコール６．５部を２５℃、
メタノール中で１時間混ぜ合わせた後、分液精製（トルエン／水）
し、有機層を集め、トルエンを－０．０７ＭＰａ（ゲージ圧）の減圧度、８０℃で減圧留
去する事で（２－ノナオキシエトキシ）酢酸（Ｃ’－４）を得た。
【００６７】
＜比較例２＞
実施例１において（Ｃ－１）を（Ｃ’－４）に変更する以外は実施例１と同様にして、比
較用の電解液を得た。
【００６８】
＜比較例３＞
実施例１において（Ｂ－１）をエチレングリコール（Ｂ’－３）に変更する以外は実施例
１と同様にして、比較用の電解液を得た。
【００６９】
＜比較製造例５＞
無水コハク酸１５０部と平均分子量４００のポリエチレングリコール（ＰＥＧ－４００：
三洋化成工業（株）製）３００部とに、エステル化反応触媒として酸化カルシウム粉末を
添加し、乾燥窒素吹込み下で、温度１２０℃、圧力５ｋＰａで３時間保持した。その後、
大気圧に戻し、温度８０℃で酸化カルシウムを濾別し、ＰＥＧ４００－コハク酸ジエステ
ルを得、さらにアンモニアガスを吹込み、ＰＥＧ４００－コハク酸ジエステル二アンモニ
ウム塩（Ｃ’－５）を得た。　
【００７０】
＜比較例４＞
実施例１において（Ｃ－１）をＰＥＧ４００－コハク酸ジエステル二アンモニウム塩（Ｃ
’－５）に変更する以外は実施例１と同様にして、比較用の電解液を得た。
【００７１】
　実施例1～７、及び比較例１～４で得た電解液を用い、下記の方法で比電導度、耐電圧
、耐熱性を測定・評価し、その結果を表１に記載した。
【００７２】
表１中の略号は以下の意味を示す。
　　　　Ａ－１：１，２，３，４－テトラメチルイミダゾリニウム・ジエチルリン酸エス
テルモノアニオン
Ａ－２：トリエチルアンモニウム・ジメチルリン酸エステルモノアニオン
Ｂ－１：γ－ブチロラクトン
Ｂ－２：スルホラン
Ｂ’－３：エチレングリコール
Ｃ－１：[２－（２－（２－メトキシエトキシ）－エトキシ）－エトキシ]酢酸
Ｃ－２：（２－ブトキシエトキシ）酢酸
Ｃ－３：[２－（２－（２－メトキシエトキシ）－エトキシ）－エトキシ]酢酸・トリエチ
ルアンモニウム塩
Ｃ’－４： （２－ノナオキシエトキシ）酢酸
Ｃ’－５：ＰＥＧ４００－コハク酸ジエステル二アンモニウム塩
【００７３】
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【表１】

【００７４】
比電導度：東亜電波工業株式会社製電導度計ＣＭ－４０Ｓを用い、３０℃での比電導度を
測定した。
【００７５】
耐電圧：陽極に１０ｃｍ２の高圧用化成エッチングアルミニウム箔、陰極に１０ｃｍ２の
プレーンなアルミニウム箔を用い、２５℃において、２mＡの定電流法を負荷したときの
電解液の耐電圧を測定した。
【００７６】
耐熱性：電解液１０ｇをバイアル瓶に入れ、ブチルゴム製の蓋で栓をし、アルミキャップ
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で封をした。そのサンプルを１０５℃にセットした循風乾燥機に入れ１００時間後の電導
度を測定し、加熱前の初期電導度との電導度低下率を算出した。
【００７７】
実施例１～７と比較例１～４を比較すると、電解液に電解質（Ａ）、非プロトン性溶媒（
Ｂ）並びにエーテルカルボン酸及び／又はその塩（Ｃ）を含有させることで、比電導度を
維持しつつ、かつ耐電圧が高く、さらに耐熱性が高い電解液を得ることができることが明
らかとなった。
【産業上の利用可能性】
【００７８】
本発明のアルミニウム電解コンデンサ用電解液及びそれを用いた電解コンデンサは、高温
下で非常に高い耐久性を有するため、長期間高性能を発揮でき、電装化の進む自動車なら
びに各種産業機器用の電子部品として使用するのに有用である。
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